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1
　中国は，すでにのべてきたように1｝1970年代の末に体制改革といった政策をかかげて以来，従
来の指令型計画経済から社会主義市場経済への転換過程を10数年間にわたってすすめてきた。
この過程は，スローガン的には，改革・開放といわれているように，対内的には，改革，対外
的には，開放，というように理解されている。しかし，それはそれほど単純なものではない。
たしかに表面的な中国経済の動向をみていくと，そのような形が進行しているようにみえるの
ではあるが，この過程は，中国経済の本質的な部分の変化のみならず，世界経済認識や資本主
義経済との関連のあり方における変化をも含む課題となっているように思える。
　改革・開放は，改革と開放ではない。開放された体制への改革ということである。すなわち，
資本主義世界経済体制を帝国主義体制と認識し，その体制から離脱し，あらたな世界経済体制
を形成するという認識を従来とってきていた。その過程で，中国とソ連の問での意見の相違（い
わゆる中ソ論争）などがあったけれども，基本的に中国の世界認識は，帝国主義体制からの離
脱と新たな世界体制の樹立という立場に変化はなかった。しかし，開放された体制への改革と
いう立場は，この世界戦略の放棄を意味しているのである。すなわち，現在の世界体制への積
極的参入への転換であり，現行の国際経済秩序への参加とそこでの資本の運動に対して門戸を
開き，資本主義世界市場の一部を中国が構成するという認識及び政策への転換であると理解さ
れる。
　中国は，同じアジアの大国で，発展途上国でもあるインドとよく比較される。そして，1991
年のインドの自由化が，中国より10年もおくれたという指摘もきかれる。
　「「開放」という面で，インドは中国に十年以上もの遅れをとってしまった。1980年代に中国
に陸続と外資が進出したのに対し，インドは依然として閉鎖的な経済運営にこだわりつづけた。
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その結果1990年代には，両国の経済パフォーマンスに大きな差が見られるようになった。」2）
　たしかに，世界経済体制への参入形態という面からみると，同じようにみえるのではあるが，
したがって現象的には，多国籍企業の国内市場への積極的流入，及びそれによる高度経済成長
の実現ということで，同一視されがちではある。しかし，中国経済にとっての開放の過程は，
インドとは内容的にも相違し，その課題も異っているとみなければならない。もちろん，世界
経済への認識において，両者ともに従来の認識をかえることによって，国民経済の開放と外資
の自由化という道を選んだという共通点はある。しかし，絵所氏もつぎのように指摘して，そ
の相違点をはっきりさせている。
　「1950年代から60年代にかけては，「社会主義国」中国と「民主主義国」インドという対比
が流行した3）。」
　この対比の当否は，ともかくとして，インドの民族主義的立場からの帝国主義的進出への警
戒と中国の社会主義世界体制形式へ向っての体制離脱には質的な相違があった。しかし，とも
にこの世界経済体制への積極的参入という立場への転換という道をとらざるをえなかったのは
何故か。インドの場合には，すでに若干の考察をおこなったので4｝ひとまつおいて，中国の体制
転換についての考察をおこないたい。
　「「一国社会主義」の概念も民族資本主義の改革の概念も新しい挑戦に十分，かつ適切な答え
を与えるものではない。一国社会主義が不可能であることが証明された。冷戦期のように，外
部世界から孤立しているならば，それは歪められた，恣意的なそして反民主的な，すなわち非
社会主義的なものになりがちである。世界経済とグローバルな過程に踏みとどまり，統合され
るならば，それから生ずる挑戦と影響から逃れることはできないし，また資本主義の特徴をお
びざるをえないし，その目的とルールを外部世界のそれに一致させねばならない。規制された
市場と福祉国家の改革された資本主義は，改革されぬ世界体制と規制されぬ世界市場の内部で
機能するものとして，経済的には十分効果的で，競争力をもつことができないか，あるいは支
配的な社会的不平等と不公正の傾向に長くは対抗できない。いくつかの社会民主々義的政府が
採用している市場経済の間接的規制というケインズ主義的処方は，一時成功しても結局は失敗
した。その理由は，この処方が誤っていたのではなく，その経済過程が現実にすでにその国家
的枠組みを越えている時に，それを国民経済に適用したからである。」5）
　T．センテス教授の議論を少々長く紹介したが，ここでは，国民経済を分析単位としてみと
2）伊藤正二，絵所秀紀著r立ち上がるインド経済』日本経済新聞社，1995年，21ページ。
3）同書，20ページ。
4）拙稿「インド資本主義の諸課題一工業化戦略の比較研究一」（「明治大学社会科学研究所紀要j1996年第1号）
5）タマス・センテス著アジア・アフリカ研究所訳r世界経済の転換一激動期の世界経済論一」学文社，1991年，
　163～164ページ。
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めながらも6），そのグローバル化によって，孤立して各国民経済が存在しえないこと，したがっ
て，国民経済を出発点にして，改革，改良，体制転換の過程がおこりはしても，国民経済とい
う枠のなかで，その過程を促進することは不可能であるとの認識を示している。一国社会主義
という体制転換のスターリン的戦略の破綻はいうまでもないことながら，資本主義の枠のなか
でおこなわれてきたケインズ主義的改良さえもが，結局は，失敗におわってしまうのも，世界
市場でおこっている世界体制としての大規模な発展過程から，とりのこされ，しだいに孤立化
していくという結果をまねくからであるという認識が示されている。
　帝国主義支配からの完全な独立の達成は，社会主義の実現によってのみ完成されるとした中
国は，自力更生の対外戦略を基本とした。したがって，むしろ一国的な枠内における対内的体
制転換においては，新民主主義の過渡期を，社会主義段階以前のブルジョア民主主義革命の時
期において想定する，といったきわめて柔軟な路線を採用してきたという歴史的経過もある7）。
この過程は，東欧の人民民主々義革命と対比されたりもしたが，東欧のスターリン体制とは異
なって，かなり実質的な内容をもっていたことが確認される。したがって，中国の場合にはセ
ンテス教授の一国社会主義論批判とは，若干距離のある路線転換論となってはいるが，世界経
済認識においては共通したものがあり，またケインズ的改革，社会民主主義的改良をも含めて，
国民経済の枠内で目標を設定し，その実現を計る戦略の失敗を確認しているという共通点を指
摘しておくことは，きわめて重要だと思われる8）。
　「戦後の世界経済発展過程では，現代の独占資本主義が依然停滞と腐朽の傾向をもっており，
生産や技術の発展を阻害していたが，しかし，それが長期にわたっての社会的生産力の発展を
排除することはできないし，また長期にわたって生産力の迅速な発展と科学技術革命によって，
強化された生産の国際化と経済生活の国際化の客観的な発展過程を阻げることはできないし，
さらに異った社会経済制度の国家間やそのほかの国家間で，益々拡大・強化した国際経済関係
を長期にわたって阻むわけにはいかない。発展の勢いはますます強くなって生産と経済生活の
国際化が，資本主義国，発展途上国を問わず，社会主義国まで含んで，全ての国々を世界経済
6）「資本主義は，国民的体制として国境の内部で発展するとともに，国際的ないし世界体制としても発展してき
　たのであるから，その適切な分析単位は，国民的体制，あるいは世界的体制のいずれか一方だけであってはな
　らない。」（同書，6ページ）
7）千光遠著『従“新民主主義社会論”到“社会主義初級階段論”』人民出版社，1996年，参照。
8）「現在，先進工業国の内部では，すでにこのような“現代資本主義論”に依拠してきたケインズ主義は全面的
　に後退し，ケインズ主義によって不況免疫的な体質をもっと確信されてきた“現代資本主義”において，1930
　年代の世界大恐慌に匹敵しうるような世界不況が現実に発生している。
　いまや誰の目にも明らかなように，ナショナリズムを基調とする経済学の考え方に依拠しているかぎり，資本
　主義経済の現実に対し正確な分析や診断はもちろんのこと，的確な処方箋を示すこともきわめて困難になっ
　ている。」（宮崎義一著『世界経済をどうみるか』岩波書店，1986年，5ページ）
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関係の網のなかにまき込み，現在では，どんなに広大で，豊富な資源をもち，経済力の強大な
国家であっても，世界経済的諸関係の外にあって，経済建設をすすめていくことはできなくなっ
た。どの国家もすべて社会的生産力の発展という客観的要求に適応しなければならないし，生
産の国際化と経済生活の国際化の趨勢が日に日に強まっている客観的要求にこたえ，商品生産
と商品交換を大いに発展させ，対外的には経済開放を実行しなければならない。門を閉じる鎖
国の政策は，客観的な経済法則の要求に全く違反したものである。」9）
　ここでは，資本主義世界経済の拡大・発展の過程が，適切に認識されているように思えるが，
他方では，帝国主義的体制に対する分析が欠けているようにも思える。中国では，国際関係に
おける発展途上諸国の勢力が強化され，かつての植民地体制が確立していた世界体制に比較し
て，帝国主義の勢力が弱体化し，支配体制の弱化が時とともに深化しているとの認識がある1°）。
したがって，かつてのような帝国主義認識にたった自力更生論は間違いであり，開放体制に移
行し，資本や科学・技術及び，経営のノウハウなどを積極的にとりいれていくことこそが求め
られているとの認識こそが正しいものであると考えられている。
　「われわれは国際分業に積極的に参加し，対外貿易を発展させ，適切に外資を利用し，一面
では，われわれは疑いもなく国際独占資本に対して一定の「税金」（まさにレーニンがそうよん
だように）を納めねばならない。すなわち，無償で一部の剰余価値の移転がおこるのであるが，
別の面では，われわれが，ただ正確な政策と厳格な管理をとりさえすれば，民族経済を発展さ
せ，人民の生活水準を高めることができる。したがってわれわれはこれに対して積極的で，大
胆に促進していくことこそ当然なのである。」ll）
　現実の世界経済体制のもとでは，多くの発展途上諸国が，その体制のなかにいることによっ
て，その開発路線に多くの困難に遭遇し，自立的な開発戦略の放棄を余儀なくされ，多国籍企
業の進出のもとで，多くの国民が貧困と抑圧のもとに坤吟しているのもまた真実なのである。
「正確な政策と厳格な管理」ということで「人民の生活水準を高める」というように結論づけ
てしまうには，あまりにも複雑で，しかも，1980年代以降の新植民地主義政策への再編・強化
がすすめられてきていること12）を想うとき，各国ごとの検証や国際的な斗いが重要な鍵をにぎ
9）膝維藻，鄭偉民「実行対外経済開放的内外依据」（r世界経済』1985年第10期）
10）「1973年における第三世界の石油斗争の勝利と1974年の第6回国連特別総会の開催，および1974～75年の
　資本主義世界経済恐慌の標識が，世界経済においての二つの転換点となっている。長期にわたる少数の発達し
　た諸国，とくに超大国による一切の国際経済管理の塑断という局面は突破され，発展途上諸国が新しい国際経
　済秩序を建立するという斗争によって新しい段階がはじまった。戦後の発達した諸国が高度に発展するとい
　う時期は終了した。」（宙郷，戴倫彰「堅定不移地実行対外開放政策」『世界経済』1984年第2期）
11）銭俊瑞「第三世界国家的発展戦略」（『世界経済』1981年第12期）
12）The　South　Commission，　The　Challenge　to　the　South；the　ROpont　of　the　South　Commission，　Oxford
　Univ．　Press，1990．
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ることになるのではないだろうか。
　次にあげるセンテス教授の議論は，多くの含意をふくんでいる。
　「今世紀に資本主義が世界的な覇権を失って以来，それは新しい社会主義制度のためにかつ
てと同様には機能しえていない。後者もまた，もしも軍事的脅威を与える資本主義諸国に包囲
されていないとしたら，その上基本的に資本主義世界経済の中で活動しなくてもよいとしたら，
取りえたであろう方式では発展することはできない。社会主義的発展が歴史的には，部分的な
世界過程として一すなわち，一国単位であって，普遍的・世界的規模の過程としてではなく一
出発したという事実こそ多くの意味を含んでいた。社会主義が，あまり発展していない周辺部
ないし半周辺部の諸国で出発したという事実もそうであって，経済的に，はるかに先進的な資
本主義国が存在し，影響力やさまざまな（積極的・消極的両面での）デモストレーション的効
果を発揮したことによって，暗い影が投じられた。こうした事情は，社会主義の発展にとって
促進要因と同様に一定の特有の困難や矛盾を作りだしたのである。」13）
　体制の転換や社会主義への移行といった課題は，20世紀末において，新たな資本主義世界体
制の出現によって，問い直されている。そして，この新たなグローバル化した世界体制ととも
に体制移行又は転換の過程もまた，かつてレーニン的視点から考えられていたものから根本的
に変化したのである。
　「開放式社会主義経済を建設し，対外関係の面において閉鎖的で防衛的戦略から対外開放を
実行する発展戦略へと転換することは，主観的なものでも随意的なものでもなくて，国際分業
の形成・発展という客観的現実，および当面する国際的政治・経済情勢を根拠にしてつくりだ
された戦略である。」14）
　世界的規模での混合経済時代の到来ということもできよう。資本主義といい，社会主義といっ
ても生産関係からみると過渡的形態であるかもしれない。しかし，より民主主義的で，社会主
義的な方向へと転換していくなかで，中国はどのような変化をとげようとしているのか。開放
式社会主義が，その内的構造からみて社会主義的性格を明確にしなければならない。
I
　中国では，中華人民共和国成立ののち，社会主義中国の建設という目標をめざして様々な政
策がとられた。内容的には社会主義的生産関係の創設・拡大およびその高度化，さらに非社会
13）タマス・センテス著，前掲書8ページ。
14）馬洪編『論社会主義商品経済』中国社会科学出版社，1987年，367ページ
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主義的諸制度の社会主義的改造などを主要なものとしていた。これら諸政策は，成功したとは
いいがたい結果をもたらした。強権的に諸制度をつくりだしても，経済的停滞や貧窮化をもた
らしたのでは，それら諸制度は，歴史の発展にそぐわないものであるとの結論に達せざるをえ
ない。むしろ中国経済は，しだいに周辺諸国の発展との比較において，後退を余儀なくされた
ともいいうるのである。
　「当時（1980年代以前のこと一引用者），わが国はまだ対外開放に対する条件をもっていな
かったし，また内政の混乱と主観的な対外閉鎖といった明白なまちがいをおかしていたために，
その経済発展の速度は日本やアジアの「4ヶ国」におくれてしまい，先進国との格差は経済的
にも技術的にも大きく拡大してしまった。日本とくらべると，1955年から1980年の間で，世界
の総国民生産額に占める日本の割合は，22％から10％近くに上昇したが，中国のそれは，4．7％
から2．42％に低下した。また同じ時期に，日本の1人当り所得がアメリカのそれの11％から
77．9％に上昇しているが，中国のそれは，アメリカの3．2％から2．5％に低下しているのである。
度重なる誤りの時期を経たことから，わが国はいまだに貧困と低開発からぬけだし得ず，経済
的離陸を実現できていない。」15｝
　ここでは対外開放に限定して論じられているが，そのことをも含めて，過去の諸制度，諸関
係が検討されねばならない。
　「社会主義生産関係が設立されてから，それは生産力の発展と適合しているものであったが，
しかしながら，他方では適合しない面もあって，生産力の発展と相矛盾してもいた。このこと
は，生産力の発展にしたがって，適切に生産関係に対して調整するということが求められてい
ることを示している。」16）
　こうして，あらためて生産力の発展をもたらすような生産関係，つまり生産力に適合した生
産関係がもとめられ，諸制度，諸関係の改革が着手されることになる。具体的には，まつ，生
産の発展を導きだすためには，どのような手段，政策が求められたのであろうか。この経過に
ついては，すでに検討してきたので，課題は，1970年代末からはじまった改革が，どのように
して生産に刺激を与え，またそのことによってとり入れられた要因がどのように生産の増加，
すなわち生産力の増加をもたらしたのであろうか。
　このようにして，商品経済が注目されることとなったのである。農業において人民公社の解
体が実現し，これにとってかわるのが，農家生産請負制であった。農産物は商品として生産さ
れることとなったのである。かつての指令型計画経済では，現在の生産力水準や政治体制のも
15）史敏「積極参加国際交換和競争加速我国現代化建設」（『世界経済」1988年第6期）
16）許海新著「許潅新経済文選」上海人民出版社，1980年，117ページ。
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とにあっては，経済外的強制を基本的特徴としていて，社会主義とは程遠い実体がそこにあっ
た。したがってここでの改革の端緒は，価値法則にもとついた交換の実現であったし，生産性
の評価であった。生産物が交換を通じて商品として実現した。商品経済への転換がはじまり，
1978年の中国共産党11期3中全会の決定以後の改革の過程を統括しながら，1984年の中国共
産党12期3中全会は，「経済体制改革に関する中国共産党中央委員会決定」を採択した。この
決定のなかで，「社会主義とは，公有制を基礎とした計画的な商品経済である。」という定義づ
けをおこない，積極的に商品経済の導入をおこなうこととした。
　こうして，社会主義商品経済という用語が定着することとなった。そして，社会主義経済は，
本来商品経済であるという認識から出発しなければならないといわれている。その特徴につい
てまとめてみよう。
　まつ第1に，社会主義経済体制は，商品経済という属性をもった経済として完成されている
のであって，その国民経済が，商品経済でありながら計画によって均衡をもった発展過程を歩
むところに特徴があるとみられている。第2に，価値法則に依拠しながらそれを自覚的に適用
していくという特徴がある。すなわち，資本主義の商品経済においては，価値法則は盲目的に
作用するのであるが，社会主義においては，計画によって自覚されたものとしてその法則の作
用が活用されると考えられている。第3としては，国民経済の計画的発展に対する国家の指導
を強めるものとして，社会主義的商品経済を認めることが必要で，商品経済の役割として，客
観的経済効果の追究が可能となっている。
　換言すれば，商品経済は，価値法則によるもので，価格を中心にした経済的収益を求める商
品生産者の積極性によって発展するのであるが，社会主義の計画経済は，国家による指導によっ
て，この商品経済の積極性を活用しての経済効率（＝生産性）を高めることにもなると考えら
れている。第4としては1社会主義商品経済は現在の世界市場に積極的に参入するものとして，
開放式社会主義となっていることが特徴となっている。すでにのべたように，中国の体制改革
は，開放式社会主義への改革であることによって，それはすでに商品経済という性格をもたざ
るをえないのであり，世界市場での先進的な科学技術や産業上の優位性を積極的に導入するた
めの体制となっている17）。
　社会主義商品経済についての特徴づけを馬洪，呉敬漣両氏の議論（馬洪編『論社会主義商品
経済』第一章概説参照）にもとついてまとみてみた。ここでの議論は，伝統的社会主義経済の
モデル（同書第二章伝統的社会主義経済模式を参照）として論じられてきた，過渡期論，ウク
ラード論，新民主主義論などの論点を超えるものではないと考えられる。そしてこれらの議論
17）馬洪編『論社会主義商品経済』参照。
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の主軸として，資本主義商品経済のもっている無政府性，盲目性，不均衡性といった諸属性を，
社会主義的計画経済を中軸にすえることによって，しだいに克服していく過程が，社会主義的
商品経済，すなわち，計画的商品経済の優位性であると考えられていた。
　ところで，そのこ（1984年以後）の経済体制改革は，その政策目標実現のために，商品経済
のいっそうの活性化を追究することとなったのである。農産物価格の自由化と，郷鎮企業の拡
大・発展は，農村での個人所得の増加をもたらし，さらに工業の発展が，その消費需要の拡大
に導かれて促進されるという現象をもたらしたのである。この工業発展のパターンは，従来の
指令型計画経済の拡大パターンとは本質的に異ったものということができる。こうして，商品
経済の発展という形態で，中国経済の高度成長を実現しようとしたことによって，中国では，
広大な国内市場が形成されることとなった。この生産物市場は，消費財中心の市場であるが，
農業生産の担い手が，農家経済であることによって，農業の生産財市場の急速な拡大もおこっ
ている。（第1表参照），このことは，市場の役割をして消費財の交換を通じての分配というこ
とのほかに，生産要素の分配をも実行する役割をはたしつつあるということが認識されるので
ある。
第1表　社会商品小売総額　　　　　　　　　　　　（単位：億元）
年　　　度 小売総額 都　　　市 農　　　村 農業生産財
1980 2，140．0 950．3 1，189．7 346．0
1981 2，350．0 1，026．0 1，324．0347．5
1982 2，570．0 1，090．0 1，480．0388．5
1983 2，849．4 1，179．41，670．0 423．3
1984 3，376．4 1，377．1 1，999．3477．2
1985 4，305．0 1，788．0 2，517．0503．6
1986 4，950．0 2，094．0 2，856．0576．0
1987 5，820．0 2，470．0 3，350．0705．0
1988 7，440．0 3，217．64，222．4 905．4
1989 8，101．7 3，533．9 4，567．5 1，027．2
1990 8β00．1 3，735．0 4，565．1 1，049．8
’90／’80 3．88 3．93 3．84 3．03
　　　　　　　　　（注）統計上，農業生産財は，社会商品小売総額に含まれている。
　　　　　　　　　（資料）『中国統計年鑑』1991年版，591ページ。
　　　　　　　　　（出所）古沢賢治「中国経済の歴史的展開」1993年，195ページ。
　商品経済の発展という形態で，経済成長の実現という目的を達成しようとすると，資本主義
がたどってきた過程をとりいれることが課題となってくる。計画的な商品経済の発展という場
合には，市場を通じての消費財の配分が生産諸要素の計画的配分に従属することになり，充分
な商品経済の特徴が発揮されず，高度成長は実現されないことになる。中国では農産物の価格
引上げと農家経済の成長，郷鎮企業の発展などによって国内市場の急速な拡大がおこり，生産
諸要素の市場も形成・拡大されることとなって，これに対応する個人所得の資本化も必要となっ
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た。従来の金融システムでは不充分で，ついに，1990年には上海証券交易所が開設され，金融
商品の市場の形成をも実現し，市場経済の全面展開をみることとなったのである。
　そして，1992年の中国共産党第14回全国代表大会での報告で，江沢民総書記は，「わが国の
経済改革の目標は，社会主義市場経済体制を打ち立てることにある。」18）とのべている。1984年
の中国共産党12期3中全会の「経済体制改革の決定」において，体制改革の内容を「計画的商
品経済である」と定義づけで，具体的に経済の成長とその現代化を促進していく過程で，その
8年後には，経済体制改革の目標は，社会主義市場経済であると変わってきたのである。商品
経済から市場経済へと，その内容についての定義づけが変化してきたのには，それだけの背景
があり，現実に中国経済の発展・成長が，市場経済の全面的な展開という形態をとって実現し
たのである。
　「社会主義の計画経済は本来，市場経済と対立するものではない。とはいえ併存するはずの
ものでもない。社会主義の計画経済は，原理的には市場経済の揚棄を前提としており，市場経
済と計画経済の生産調整機能は，経済社会の発展段階における次元の違うものと規定すべきで
ある。」19）
　社会主義と計画経済は，結合されたひとつの概念である。その計画性という属性は，社会主
義市場経済においてはどのようになっているのであろうか。商品経済から市場経済へと変化す
るとは，どのような過程をいい，その内容をどのように把握できるのだろうか。
III
　こうして，経済体制改革の内容についての認識は，社会主義商品経済から社会主義市場経済
へと大きく変化したのである。1984年の段階での両者の理解については中国共産党12期3中
全会の決定のなかでもつぎのようにのべていた。
　「国の経済と人民の生活にかかわりのある重要な生産物のうちで国が配分調整する必要のあ
る部分と，全局にかかわりのある重要な経済活動については指令的計画を実行すべきであるが，
その他の大量の生産物と経済活動についは，個々の状況に応じて指導的計画を実行するか，あ
るいは完全に市場メカニズムの調整によるべきである。」2°）
　ここでも，すでに市場メカニズムの導入がとりあげられている。しかし，あくまで計画経済
が中心で，市場経済は補助的にしか考えられていないし，計画の補助，ないしは調整のための
18）古澤賢治著『中国経済の歴史的展開』ミネルヴァ書房，1993年。
19）同上書，218ページ。
20）中国研究所編r中国年鑑1985年』1985年，147ページ。
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市場メカニズムという認識にとどまっている。ところが，1992年の中国共産党第14回大会にお
ける江沢民報告で，「経済体制改革の目標として社会主義市場経済体制の確立である」ことが明
確にのべられ，さらに，1993年末の中国共産党第14期3中全会で「社会主義市場経済体制を確
立するうえでの若干の問題についての決定」が採択され，市場メカニズムが，生産要素（労働
力を含む）の領域にまで拡大されて導入されることとなった。このような方向にむかって，中
国共産党が進んでいくことになったのは，郵小平の講和によるところが大きいとされているが，
そこでは，次のようにのべられている。「計画経済イコール社会主義ではなく，資本主義にも計
画はある。市場経済イコール資本主義ではなく，社会主義にも市場はある。計画と市場はいず
れも経済手段である。計画を多くするか，市場を多くするかは，社会主義と資本主義との本質
的な区別ではない。」21）
　郵小平のこの議論は，有名で，多くの文献に引用・活用されているが，社会主義経済に対す
る議論に新たな領域をきりひらいたということができよう。
　「長期の実践がわれわれに告げているように，商品貨幣関係と市場経済を排除することが，
社会主義経済の活動に生気や活力を失わせ，現在の資源を十分に合理的に活用し，持続的にそ
の効率を高めていくことを不可能にし，経済的に発達した国々との経済的，科学・技術上の格
差をしだいに拡大してしまった。このことは，当然のことながら，経済学者たちに，社会主義
の本質と社会主義経済の運動法則に関する認識が，全体として不十分なものではなかったのか
という疑問をおこさせたのである。」22）
　伝統的な社会主義経済理論にとらわれないで，新たな理論的接近を試みる契機となったのが，
市場であった。「今日までの経済的な実践や経済に関するデータが示していることは，市場が依
然として資源配分における最も有効な手段であるということであった。広い範囲での競争にお
かれた部門では，市場での法則によって自動的に資源は効率の低い部門からより効率の高い部
門へと導かれ，資源の最適配分が実現されている。」23）
　高い経済成長を実現し，先進工業諸国との経済格差を縮小して，経済の現代化を実現しよう
としている中国にとって，このような視点から従来の社会主義的開発戦略が全面的に再検討さ
れ，新たな開発戦略がとられてきた。このことと社会主義経済理論との関連で考える場合には，
問題はそれほど単純ではなく，多くの整理しなければならない論点があるように思われるし，
また広義経済学（＝史的唯物論）24）の視点からは，生産力と生産関係の問題として，世界市場に
21）江頭数馬「中国の市場経済化の新段階一企業改革と金融市場を中心に一」（日本大学経済学部経済科学研究所
　『紀要』24号，1997年，105ページ）
22）張卓元「改革開放以来我国経済理論研究的回顧與展望」（『経済研究』1997年6期）
23）同上論文
24）許瀞新著『広義政治経済学」全3巻，三腓書店，1954年，参照。
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おける資本主義と社会主義の併存，およびそこでの生産力発展段階の相違と社会主義への移行
の問題が提起されている。そして社会主義への移行＝過渡期に関する議論としては，中国では，
社会主義初級段階として理解され，論じられている。
　　「社会主義初級段階論と社会主義市場経済論の一組が，中国の改革・開放以来の経済理論研
究における最も重要で，最も突出した成果となっているし，現代中国の社会主義政治経済学の
二大支柱なのである。」25）
　さて，このように中国の社会主義経済は，われわれに多くの理論的課題を提起しながら，成
長をつづけている。その経済成長と経済の現代化という現実の成果を肯定的に評価しながら，
研究的テーマに接近したいと思う。
　まず第1は，価値法則との関連で考えておこう。社会主義を商品経済との関連で認識する場
合，必ず価値法則の作用が認識されている。従来，社会主義のもとでは，この価値法則の作用
は，消極的にしか理解されていなかったように思われる。すなわち，他方において，社会主義
的経済発展，計画による均衡的な経済発展が実現しており，それと結びついた形で，価値法則
が利用されると考えられていた。しかし，現実には，強制的・命令的な形で資源や物資の調達・
配分がなされ，価格は恣意的に決定され，むしろ価値法則の作用は，阻げられてきたのである。
　価値法則の作用は，価値通りの交換（＝等価交換）を内容とするが，その交換を規定する価
値の内容は，交換が実現している市場を通じて，その商品が社会的関係を結ぶことによって決
定されるのである。従って，商品の価値は，あらかじめ，市場を通して商品生産社会が存在し
ていることによって，その商品を生産する労働が，社会的性格をもっていることによって与え
られているもなのである。
　換言すれば，価値を規定する人間的労働＝抽象的労働は，たしかに諸々の生産関係とは無関
係に人間の労働が存在すれば，そのなかに労働力の支出として考えられるものではある。しか
し，商品生産において重要な点，そしてそのことが商品生産という生産関係を規定するところ
の特徴となっていることは，この抽象的人間労働が，具体的な労働という概念から区別され，
しかも価値の量的規定をおこなう尺度として，すなわち交換価値の決定者として社会的役割を
もってくるのである。こうして市場での等価交換という行為の連鎖を通じて社会的人間の広が
りが実現するところに，商品生産社会の本質的特徴が与えられている。
　このように理解してくると，価値法則の作用を活用レて経済発展を実現しようとすれば，市
場の育成，及びその拡大・深化と関連づけなければならないことになり，市場を発展させず，
それを制限してしまえば，価値法則の活用にはならないのである。換言すれば，価値を規定す
25）張卓元，前掲論文。
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る社会的平均的労働という概念は，市場においての市場価値と個別価値の関係，そのもとでの
商品生産の動向を経て，確立されていくものとして把握されなければならない。したがって，
価値法則の活用という立場は，市場を育成し，市場を媒介にしながら，商品生産の発展を実現
し，経済成長を達成するという，市場経済の発展と表裏の関係にあると認識されるのである。
　ところで，一方で市場経済の発展をいい，他方で，計画による諸資源の配分にむしろ発展の
方向に関しての指導性を強調することの現実的課題としてはどのようにとらえられるのであろ
うか。これが第2の問題となろう。社会主義経済制度の根嫁は一般に，国有制（全人民所有制
なども含む）にあると考えられている。生産手段を私的所有にまかせられていることに資本主
義の根嫁があるとすれば，それを否定することが，社会主義制度の出発点と考えられている。
生産手段の私的所有の止場によって生じる国有制が，そこで生じていた無政府性，搾取，資本
主義的蓄積などの廃絶へと展開していくのである。したがって，国有制を拡大して，資源の分
配を計画的で，合理的なものにし，均衡的な発展を実現しようとしたところを社会主義の法則
性と考えたのであった。
　しかし，この社会主義の法則性のもつ優位性は有効には働かなかった。中国の場合において
も，経済の停滞要因は，固有セクターからもたらされたのであり，逆に成長の阻げとなり，国
有セクターの改革問題が，改革・開放の当初からの課題となっていたのである26）。国民経済の主
要な部門に対する国有制を確立することが社会主義体制の基本と考えられ，国有制をこうした
領域にとどめ，国民の生活のための諸資料の生産という広大な分野を私的所有ないしは共有制
にもとつく企業に開放し，市場経済による発展を計ろうとしていた。そして，これを社会主義
の初級段階と考えたのである。さらに国有制内部の資源配分は，市場を通じての交換ではない
とされ，ここに計画経済の領域をもとめ，その優位性をもとめたが，現実は，このセクターこ
そが発展の阻げとなってきていたのである。
　「中国での当面の論争は，実際には，論争している双方とも計画手段と市場メカニズムの結
合を主張している。ただそれぞれの想定する結合方式が違っているにすぎない。一部の経済学
者は，伝統的な命令経済の基本的枠組みを保持して，あらかじめ作成した行政命令で下達され
る計画を社会資源の基本的配分者とすると同時に，一部の市場経済要素を計画を貫徹するため
の補助的手段として運用する，ひいてはあまり重要ではない経済分野を少し開放して市場の力
で調節されることを主張する。他の一部の経済学者は，市場一価格メカニズムを社会資源の基
本的配分者とし，同時に，社会管理および行政指導によって市場経済の失敗を取り繕うことを
主張している。」27）
26）井出啓二著r中国社会主義と経済改革」法律文化社，1988年，参照。
27）呉敬漣著，凌星光他訳『中国の市場経済』サイマル出版会，1995年，105ページ。
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　呉敬漣氏は，このようにかつての伝統的計画経済を「命令経済」と呼んで，市場メカニズム
と比較させ，その非正当性をはっきりさせながら，計画経済領域を計画手段の採用という政策
的領域にとどめようとしている。いずれにしても「真の改革はいかなるものも，みな必然的に
市場志向的なのである。」28｝といって，全面的な市場経済への移行を主張している。
　生産手段や労働力の配分も市場メカニズムによって実行されるが，同時に社会主義的公有制
を維持するとすれば，国有セクターはどのような形態で，どのようにしてその役割を果そうと
するのであろうか。これが第3の問題となる。まずは，企業として各々が独立して，市場メカ
ニズムのなかで，成長し，その経済効率を高め，国民経済発展の指導的役割を果さねばならな
い。こうして，国有経済セクターの改革が，中国の社会主義市場経済体制の発展の要として位
置づけられることになってきた。
　「伝統的国有制「企業」の組織が市場経済の要求に合致していないことは以下のいくつかの
面に示されている。
　すなわち，第1に，財産権の所属関係が不明確なため，名義上の所有者としての人民全体が
所有者としての職権を行使できないと同時に，事実上の所有者（政府）とその代表（官吏）は，
ただ企業外の政治力として企業を掌握するだけで，直接的経済責任を負わない。第2に，すべ
ての「企業」は同一の主人に帰属し，政府の独占的専有となっているため，競争性に欠ける。
第3に，管理者の行為準則は，上級が下達した計画指標をできるだけ完遂することにあり，利
潤の極大化を追究するものではない。」29）
　まつ第1にとりあげられたのが，政治と企業を分離し，独立した経済単位として市場経済の
なかで，企業としての役割を発揮するために，株式会社制度を採用し，経営の抜本的改革が計
られようとしている。そして，第2としては，経営者の育成，ないしは経営システムの確立が
あげられる。市場メカニズムのなかで，経営としてのすぐれた効率を発揮することを目標とし
た管理・運営の責任者の存在が確立しなければならない。第3としては，国有企業と政府の関
係は，間接的なものであって，むしろ所有制の実現は，株式会社制度を通じて，実現され，公
有制と株式会社の関係が新たに創られねばならないことになる3°）。
28）同上書，112ページ。
29）同上書，235－236ページ。
30）「具体的には，社会主義公有制は，労働者が社会化された生産資料の共同の主人となっているか否かにもとつ
　いて判断されねばならないし，単に労働者が社会全体の再生産過程の共同の主人となっているというだけで
　はなく，この過程のなかで平等の身分で，相互に関係しあい且つ経済的に交流しあう場合にはじめて名実とも
　に実現するのである。」（中国社会科学院経済研“市場経済”課題組「論公有制及主体与多種経済成扮共同発展」
　　『経済研究』1996年10期）
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IV
　社会主義商品経済から，社会主義市場経済へと，中国の経済体制改革の内容が，変化したこ
とを中心にして，その変化のもっている意味について若干の考察を加えてきたが，いくつかの
論点を整理して，結論にかえたいと思う。そもそも社会主義商品経済という用語法には，いわ
ゆる「伝統的社会主義モデル」31）の延長線上にある議論として理解することができた。すなわち，
この定義づけの内容としては，計画的商品経済とも呼ばれて，そこには計画経済のあり方が問
題とされ，かつての「指令型計画」から「誘導型計画」への転換が提起され，現実にこうした
政策がとられたのである。指令型から，誘導型への転換のポイントは，市場の活用ということ
にあった。すなわち，市場メカニズムを国民経済の主要な分野に導入して，計画経済は，市場
を通じて国民経済全体への効果を発揮し，計画の目標への誘導を計ろうとするものであった。
　計画と市場の友好的な結合が目ざされていたということができる。したがって，社会主義商
品経済という場合には，計画による経済発展，計画が市場を通じて経済を導き，発展過程をつ
くりだしていくと考えられていたところに特徴がある。問題は，計画を実現していくような役
割を果す市場とは，どのような市場が想定されていたのだろうか。市場における商品交換，つ
まり等価交換の実現過程での市場価値の意味ということができよう。生産の諸資源の配分，生
産手段の国有セクターの間での配分は，計画によって実行され，この領域が，社会主義計画経
済であり，この経済に従属する形態で，市場システムが位置づけられていた。ところが構造的
にはこのような経済が，指令型計画経済の改革として形成されてきたが，その国民経済の活性
化や成長過程の創出へと展開していったかということになると疑問がのこるのである。
　中国における発展や成長は，むしろ市場経済領域からおこってきた。市場メカニズムとその
なかでの利潤増加をもとめる企業の競争を通じて実現する資本主義的発展のダイナミックな形
態での成長過程がそこでは描きだされている。この成長過程を利用しながら中国の国民経済が
急速な成長をとげているとすれば，それははたして社会主義市場経済体制といえるのであろう
か。問題はこのように提起されている。
　「中国の現代化建設は，二大側面からなる転換を含んでいる。ひとつは伝統的な計画経済体
制から社会主義市場経済体制への転換であり，もうひとつは，二重経済構造の低所得国家から
現代化された中・高所得国家への転換である。この二つの転換過程において，経済学者たちは，
かつて遭遇したことのない，またかつて研究したことない重要な課題に直面しなければならな
くなっていて，新しい原理，概念，を用いて創造的な研究を進め，現在の経済学説を豊かにし，
31）馬洪編　前掲書，1987年，参照。
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発展させていくことが要求さられているのである。」32）
　このように言われているように，中国での社会主義市場経済体制をめぐる研究課題は新たな
研究領域なのであろう。しかし，何もそれは中国だけではないように思えるが，今後にのこさ
れていると考えられるいくつかの論点を整理してみたいと思う。
　まつ第1は，剰余価値の法則と市場メカニズムによる発展の問題がある。おくれた低所得国
から現代的高所得国への転換という過程は，現代資本主義が到達している生産力水準への急速
な発展を具体化するという課題である。このような生産力の水準やその発展過程に適合してい
る生産関係として資本主義的諸関係を経験しているし，現在中国が市場を通じてその発展のた
めの法則性を活用しようとしているのも資本制的関係から生じている諸要因である。市場メカ
ニズムにおいて作用している競争の原理は，諸企業が効率性を発揮して利潤という果実を手に
入れるわけであるから，基本的な原理としての剰余価値の法則である。ところで，国民経済的
にみて，諸企業が生産する剰余価値を，市場メカニズムを通じて利潤として実現するわけであ
るが，この剰余価値を社会的所有を通じて社会の発展のためにどのように社会化し，活用する
かが，社会主義市場経済の課題となるように思われる。換言すると，生産力の発展という課題
では，資本主義的システムを活用することで実現するとみられている。生産力の発展によって
えた果実をどのように分配するかが社会主義の課題であろう。
　ところで，こうして中国は，奇跡の成長といわれる東アジアの1角を構成し，1980年代に年
率10％前後の成長率を達成した。経済特区の創設，外資の導入，沿海発展戦略，郷鎮企業の進
出等，おしなべて資本主義的発展の諸要因によってもたらされたものと考えられる。換言すれ
ば，資本制市場メカニズムのもとでの発展要因と考えられものを積極的に導入してきた結果で
ある。
　第2にあげられる課題としては生産手段の公有制をめぐって考えておかねばならい。すでに
のべたように資本制的諸要因を市場メカニズムの導入とともに積極的に活用しようとしてい
る。これらに社会主義市場経済体制の構成要素なのだという性格づけが与えられるために重要
だと思われるものが生産手段の公有制であろう33）。国有経済や合作社所有経済などがこの公有
制の具体的形態と考えられる。この公有制は，従来は計画経済，すなわち社会主義的計画を実
行しうる物的基礎と考えられていたが，しかし，この計画経済は，低所得国中国の急速な発展
32）張卓元，前掲論文。
33）「所有制は決して単なる財産の帰属関係の一種ではなく，生産関係の総和であって，その所有制の性質を判断
　するには，生産，交換，分配の各環節から，その経済的内容を分析し，何らかの生産手段を用いて生産した商
　品は誰に帰属するのか，また商品を交換するが，誰の所有のもとにあるのか，どのような形式で，どのように
　分配されているのかをみなければならない。」（中国社会科学院経済研“市場経済”課題組，前掲論文，1996年）
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という要請にはこたえられず，むしろ停滞を余儀なくされた。市場メカニズムのなかで，国有
経済が中心的役割を果すためには，経済体制の構成要素として成果を挙げていかなければなら
ない。従って，国有制下にある諸企業が市場での競争において利潤を上げ，生産を発展させる
主体となることであろう。このような認識にたつと，社会主義商品経済から社会主義市場経済
への変化のなかで国有経済のもつ役割の内容において基本的な変化がおこっているということ
ができる。市場メカニズムはこうして国民経済の全体に及び，新たに所得の資本化を促進すべ
く金融商品の開発やその市場の育成まで実現してくると，社会主義的性格はこの経済のなかで
どのように維持されてくるのか34）。もちろん，市場と結びついた計画が必要で，従来の行政的，
命令的手段と異って，貨幣・金融的，市場調整的な様々な管理システムが創出されることが必
要となろう。計画と市場の結合，計画のための管理システムの創出などは今後の研究課題なの
である。
　第3としては，前項でみたように社会主義市場経済の今後の発展の鍵を握っているのが，国
有企業の改革問題である。これには二つの課題がある。ひとつは組織問題で，政府から完全に
独立した企業として自立させる課題であり，もうひとつは，経営者としての企業経営の専門家
の育成という問題である。前者については，株式会社への改組が試みられている35）。株式会社制
度は，資本主義の生産力が発展し，資本家的所有制度がその基本的性格を損うことなく，生産
力発展に対応して，私的所有をこえた法人所有制をつくりだした。社会主義のもとでも生産力
発展を導きだし，現在の資本主義の到達点をこえるには，この制度の活用は欠かせないものと
言えよう。後者については，新しい型の企業人（社会主義的経営者というべきかもしれない）
の育成が課題となっている。かつて，新民主主義経済のなかで（これは資本主義的発展段階の
一種とみられていた）積極的役割を果すものとして「新富農」といった概念，さらに新富農経
済が現実に開放区で重要な役割をはたしていた36）。こうした経験や現実の課題をみるとき，社会
主義建設に貢献する企業人，すぐれた経営者の出現は，やはり社会主義市場経済の成否にかか
わってくるように思われると同時に，理論的にもこの分野で残されている課題は多いように思
われる。
34）「いわゆる計画経済とは，政府が国民経済発展の客観的要求にもとづき，手中に把握している経済や法律なら
　びに行政手段を自覚的に利用して，国民経済の主な比例関係の均衡を保持するように努め，国民経済の持続的
　安定的発展を実現することである。」（呉敬漣著，前掲書，117ページ）
35）「ひとつの所有制性質でも多様な実現形式があって，株式会社制度は社会主義市場経済という条件のもとで，
　公有制のよりよい実現形式でありうる。当然別の実現形式を探索することができる。しかし過去の実践が証明
　しているように，国有国営は，社会主義公有制を実現するよい形式ではなかった。」（中国社会科学院経済研“市
　場経済”課題組，前掲論文，1996年）
36）許浪新著『中国経済的道路』新中国書局，1940年，94ページ以下参照。
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　第4の課題は，労働力市場の育成である。労働力商品は，資本制生産関係を特徴づける最も
重要な要素である。かつて社会主義はこれを否定することに労働者の人間的復活の根本がある
と考えた。しかし，中国では，農民への土地への緊縛であり，労働者の身分的隷属と経済外的
強制であった。真の意味で，自由な職業選択と，失業者のない，自由な労働者への就業機会が
与えられる市場の確立は，資本主義のつくりだした自由をまつ保証するところから出発して，
労働過程において，人間疎外をとりのぞき，労働過程の改革を含めて，資本主義には存在しな
い真に自由な労働力市場への改革と育成を実現することが課題となる。
　さて，最後の問題は，第5として，世界経済との関連で提起されているように思われる。す
でに改革・開放への政策転換に際して，世界経済にどのように参入するかを課題にして，いく
つかの間題をとりあげてきた。中国では社会主義への過渡期との関連で，社会主義初級段階が
一般的にみとめられているようである。中国では，かつての新民主主義社会から社会主義初級
段階の社会へといった一定の長期にわたる過渡期論が確立されている37）。しかしながら，現在注
目しなければならない研究課題は，開放された社会主義を考慮しなければならないという現在
の世界経済と中国の関係の仕方のもとでは，現代資本主義と中国社会主義をどのように理論的
に体系づけながら，一定の展望を提起するということではないだろうか。
（1997年8月）
37）「“新民主主義社会論”が放棄された歴史的教訓をうけて，われわれは慎重に考えなければならない。“社会主
　義初級段階論”に関連するいくつかの問題を少しでも早く提出して，より深く討論できるようにしなければな
　らない。こうしてある種の動揺が，“社会主義初級段階論”に対しておこったときには，まつある種の精神的
　準備をもつことができる。」（干光遠著『従“新民主主義社会論”到“社会主義初級階段論”』人民出版社，1996
　年，148ページ）
